
茅ヶ崎市建築基準条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年３月２８日 

                           茅ヶ崎市長 佐 藤  光  

茅ヶ崎市条例第１４号 

茅ヶ崎市建築基準条例の一部を改正する条例 

茅ヶ崎市建築基準条例（平成２２年茅ヶ崎市条例第４７号）の一部を次のように改正す

る。 

第１９条中「ないもの」を「あるもの又は特定主要構造部（法第２条第９号の２イに規

定する特定主要構造部をいう。以下同じ。）が耐火構造であるもの以外のもの」に改め、

同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等（政令第１０９条の

８に規定する火熱遮断壁等をいう。以下同じ。）で区画されている場合における当該火

熱遮断壁等により分離された部分が２以上ある建築物の当該建築物の部分は、同項の規

定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第２５条に次の１項を加える。 

５ 第１項又は第２項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画

されている場合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が２以上ある建築物の

当該建築物の部分は、これらの規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第２７条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている場

合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が２以上ある建築物の当該建築物の

部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第２９条第１項中「ものは、」の次に「主要構造部を」を、「準耐火構造」の次に「と

し、又は特定主要構造部を耐火構造」を加え、同条に次の１項を加える。 

３ 第１項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている

場合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が２以上ある建築物の当該建築物

の部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第３８条第２項各号列記以外の部分、第３９条第１項、第４１条第５項及び第４２条第

２項中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。 

第４７条に次の１項を加える。 

５ 前項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている場

合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が２以上ある建築物の当該建築物の



部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第５１条第１項中「とし」の次に「、特定主要構造部を耐火構造とし」を加え、同条に

次の１項を加える。 

４ 前３項の規定の適用上一の建築物であっても建築物が火熱遮断壁等で区画されている

場合における当該火熱遮断壁等により分離された部分が２以上ある建築物の当該建築物

の部分は、これらの規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなす。 

第５８条第１項中「主要構造部が政令第１０８条の３第１項第１号」を「特定主要構造

部が政令第１０８条の４第１項第１号」に、「第１９条」を「第１９条第１項」に、「で

主要構造部」を「で特定主要構造部」に改め、同条第２項中「主要構造部が政令第１０８

条の３第１項第１号に該当する建築物（当該建築物の主要構造部」を「特定主要構造部が

政令第１０８条の４第１項第１号に該当する建築物（当該建築物の特定主要構造部」に、

「主要構造部が政令第１０８条の３第１項第２号に該当する建築物（当該建築物の主要構

造部」を「特定主要構造部が同項第２号に該当する建築物（当該建築物の特定主要構造部」

に、「で主要構造部」を「で特定主要構造部」に改める。 

第６４条第４項中「又は第１７条」を「、第１７条、第２０条、第２８条第１項又は第

４２条第４項第１号」に改め、同項を同条第１２項とし、同項の前に次の３項を加える。 

９ 法第３条第２項の規定により、第１７条、第２１条又は第３４条の規定の適用を受け

ない建築物に係る大規模の修繕又は大規模の模様替のうち、当該建築物における屋根又

は外壁に係る大規模の修繕又は大規模の模様替であって、当該建築物の避難の安全上支

障とならないものについては、これらの規定は、適用しない。 

１０ 法第３条第２項の規定により、第５３条の規定の適用を受けない建築物に係る大規

模の修繕又は大規模の模様替のうち、当該建築物における屋根又は外壁に係る全ての大

規模の修繕又は大規模の模様替については、同条の規定は、適用しない。 

１１ 法第３条第２項の規定により、第１９条第１項、第２５条第１項若しくは第２項、

第２７条第１項、第２９条第１項又は第４７条第３項の規定の適用を受けない建築物で

あって、当該建築物が火熱遮断壁等で区画されている場合における当該火熱遮断壁等に

より分離された部分（以下この項において「独立部分」という。）が２以上あるものに

ついて増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下この項において「増築等」

という。）をする場合においては、当該増築等をする独立部分以外の独立部分に対して、

これらの規定は、適用しない。 

第６４条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、同項の前に次の４項を加える。 

３ 法第３条第２項の規定により、第１７条、第２１条、第２８条第２項、第３３条、第



３４条、第３９条、第４０条、第４２条第４項第３号、第４５条、第４７条第１項若し

くは第２項又は第５０条の規定の適用を受けない建築物に係る増築（居室の部分に係る

ものを除く。以下この項及び次項において同じ。）又は改築で増築又は改築に係る部分

の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の２０分の１（５０平方メートルを超え

る場合にあっては、５０平方メートル。次項及び第５項において同じ。）を超えず、か

つ、当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分における避難の安全上

支障とならないものについては、当該増築又は改築をする部分以外の部分に対して、こ

れらの規定は、適用しない。 

４ 法第３条第２項の規定により、第２２条、第２４条、第３５条第２項、第３６条第１

項第４号又は第４１条第１項、第２項若しくは第４項の規定の適用を受けない建築物に

係る増築又は改築で増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ

面積の２０分の１を超えず、かつ、当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以

外の部分における避難及び消火の安全上支障とならないものについては、当該増築又は

改築をする部分以外の部分に対して、これらの規定は、適用しない。 

５ 法第３条第２項の規定により、第５３条の規定の適用を受けない建築物に係る増築又

は改築で増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の２０

分の１を超えず、かつ、当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分に

おける延焼の危険性を増大させないものについては、当該増築又は改築をする部分以外

の部分に対しては、同条の規定は、適用しない。 

６ 法第３条第２項の規定により、第１９条第１項、第２５条第１項若しくは第２項、第

２７条第１項、第２９条第１項又は第４７条第３項の規定の適用を受けない建築物に係

る増築又は改築のうち、増築又は改築に係る部分がこれらの規定に適合するものであっ

て、かつ、火熱遮断壁等で区画されるものである場合においては、これらの規定は、適

用しない。 

第６４条中第１項を第２項とし、第１項として次の１項を加える。 

この条において「基準時」とは、法第３条第２項（法第８６条の９第１項において準

用する場合を含む。以下この項及び第８項において同じ。）の規定により第１７条、第

２１条、第２２条、第２４条、第２８条第２項、第３３条、第３４条、第３５条第２項、

第３６条第１項第４号、第３９条、第４０条、第４１条第１項、第２項若しくは第４項、

第４２条第４項第３号、第４５条、第４７条第１項若しくは第２項、第５０条又は第５

３条の規定の適用を受けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続きそ

れらの規定（それらの規定が改正された場合においては、改正前の規定を含む。）の適



用を受けない期間の始期をいう。 

第６７条第１項中「第１９条」を「第１９条第１項」に、「第２４条から第３０条まで」

を「第２４条、第２５条第１項から第４項まで、第２６条、第２７条第１項、第２８条、

第２９条第１項若しくは第２項、第３０条」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 


